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現在，斜面崩壊等の土砂災害に対する対策工法の検討に際して，国土交通省より示された共通仕様書等

に基づいて，経済性に加えて，施工性や環境面等にも考慮した総合的な比較検討の実施が求められている．

しかしながら，環境や施工性の高度化と経済性とは，トレード・オフの関係になることが多く，アカウン

タビリティーの観点より，これらの比較における根拠の明確化（例えば，定量的な指標）は重要であると

考えられる．一方，i-Construction の推進における二次製品の積極的な活用による効率化に向けて，これら

の比較検討時においても定量的な指標の提案が望まれる．しかしながら，土砂災害の発生に関する明確な

機構については未解明な点も多く存在しているとともに，これらの定量的な指標については，これまで十

分に議論されていない．そこで，本研究では土砂災害対策における一般的な崖地（斜面崩壊）対策や土石

流対策の工法に関して，試行的に，設計実務者が工法比較検討時に際して考慮する経済性，施工性，環境

等の着眼点に関する重みについて，複数の管理者，学識経験者，コンサルタント等を対象にしたアンケー

ト調査および AHP 分析により定量的に把握するとともに，その活用方法について例示している． 
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1. はじめに 

 

近年，地球温暖化等に伴う集中豪雨や地震等に起因し

て発生する土砂災害（例えば，大規模な斜面崩壊や土石

流等）が全国的に報告例えば，1）されており，これらに対

する対策施設によるハード整備が急務な課題となってい

る．また，林業の衰退による山林の荒廃等に伴い，山林

より流出する流木の対策として，鋼製部材（二次製品）

等で構成された透過型砂防堰堤（例えば，図-1）を活用

した流木対策等の更なる推進が求められている2）．さら

に，土砂災害発生後の災害復旧工事における二次的被害

防止（例えば，土砂の再侵食に伴う二次移動）に対して，

二次製品を有効に活用した迅速的な応急対応が求められ

ている（例えば，図-2）． 

ここで，一般的な対策工における主要な建設資材（例

えば，H型鋼材やセメント）の価格5）に関する約40年間

（ただし，集中的な建設時期以降）における推移を図-3

に示す．図-3に示すとおり，コンクリート材料のセメン

トについては顕著な変化は見られず，これまで比較的に

一定で推移している．また，H型綱については，一部で

顕著に変動しているが，近年においては約40年前と同等

の値で推移している．なお，各年度毎における物価指 

 

 

図-1 透過型砂防堰堤（二次製品）による流木等捕捉事例 3) 
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図-2 斜面崩壊対策として提案された二次製品例 4) 

 

図-3 主要な資材（セメント等）の単価 5)に関する時間的な変化 

 

図-4 物価指数 6)を考慮した資材価格 5)に関する時間的な変化 

数6）および約40年前の値で除して無次元化した場合，低

下（約2～3割程度）している傾向が確認される（図-4）． 

 一方，現地での土木作業工事における主要な施工単価
5)（現地でのコンクリート型枠工および鉄筋工の工事費）

について，同様に，物価指数6）および約40年前の値で無

次元化した推移を図-5に示す．図-5に示されるとおり，

1990年代の景気動向指数が顕著に高い時代や，2009年頃

の建設低迷期以降においては，比較的に高い価で推移し

ている（例えば，型枠工事は約3～4割程度の上昇）． 

 これらの傾向や，今後の少子高齢化に伴う建設労働者

の縮小化に備えるため，更なる二次製品の開発や，普及

に伴う安価な二次製品の提供による建設工事における効 

 

図-5 物価指数 6)を考慮した施工単価 5)に関する時間的な変化 

率化の推進が望まれるとともに，環境配慮からの視点に

よる更なる合理化した取り組みが望まれる．このような

背景の中，近年，国土交通省において「ICT の全面的な

活用（ICT 土工）」等の施策や二次製品を，建設現場に

導入することによって，建設生産システム全体の生産性

向上を図り，更なる魅力ある建設現場等を目指す取組で

ある i-Constructionが進められている．なお，これらの取り

組みや二次製品を決定する各対策工の計画・設計段階に

おいては，これまで国土交通省より示された共通仕様書 7）

等に基づいて，経済性に加えて，施工性や環境面等にも

考慮した総合的な工法比較検討の実施が求められている．

しかしながら，一般的に，現在における二次製品の経済

性は，従来からの現地で構築されたコンクリート構造物

と比較すると，付加経費（例えば，新規開発費や工場か

らの運搬費，現地指導費）によって不利になる傾向が見

られ，会計検査への対応より，二次製品の採用が困難と

なることが多い．また，環境や施工性の高度化と経済性

とは，トレード・オフの関係になることが多く，アカウ

ンタビリティーの観点より，これらの比較における根拠

の明確化（例えば，定量的な指標）は重要であると考え

られる．一方，i-Construction の推進における二次製品の積

極的な活用による効率化に向けて，これらの比較検討時

における定量的な指標の提案が望まれる．しかしながら，

土砂災害の発生に関する機構については未解明な点も多

く存在しているとともに，これらの定量的な指標につい

ては，これまで十分に議論されていない． 

そこで，本研究では土砂災害対策における一般的な崖

地（斜面崩壊）対策や土石流対策の工法に関して，試行

的に，設計実務者が工法比較検討時に際して考慮する経

済性，施工性，環境等の着眼点に関する重みについて，

複数の管理者，学識経験者，コンサルタント・エンジニ

アならびに施工業者等を対象にしたアンケート調査およ

び AHP分析により，定量的に把握するとともに，その活

用方法について例示する． 
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2. 土砂災害対策工法の比較検討における総合的な

定量的評価指標の提案 

 土砂災害に対して対策を講じる際に，工法の比較検討

時における現在の管理者や設計実務者等の経済性，施工

性，環境等の着眼点に対する重要度の認識について把握

するため，管理者，学識経験者，コンサルタント・エン

ジニア等を対象にしたアンケート調査および AHP 分析

により，これらの定量的な重要度（重み）を示す．以降

に，その調査・分析方法および得られた結果を示す． 

 

(1) 調査・分析方法の概要 

実施したアンケート調査の対象は，一般的に当該分野

に精通した関係者や専門家等が集うと考えられる「平成

30 年度 砂防学会研究発表会」に参加した中から，任意

に抽出された比較的に熟年である，施設管理者（ただし，

国土交通省や地方公共団体の発注者等），大学教員等の

学識経験者，コンサルタント・エンジニア，メーカー従

事者・施工関係者（ただし，技術担当者や営業担当者），

その他関係者に対して，それぞれ，約 8 名から 10 名程

度までの計 50名（有効回答数：50名）とした． 

アンケートに際して，一般的に想定される内容で設定

した崖地対策工事（ただし，急傾斜地崩壊防止対策事業）

および土石流対策施設（砂防堰堤）工事に関する施工条

件や環境条件（施工規模等）について，それぞれ表-1

および表-2 に示す．表-1 に示すとおり，崖地対策に関

しては，一般的に，これまで住宅家屋裏等において対策

が講じられている待受式対策工とし，主に，従来のコン 

表-1 崖地対策における施工・環境条件（ヒアリング条件） 

項 目 内 容 

対策事業 
急傾斜地崩壊防止対策事業 
（一般的な崖地対策） 

対策場所 住宅家屋裏での対策 

対 策 工 
待受式対策工（ただし, 二次製品も含むもの

とし，安定性は満足する構造） 

対策規模 延長 200ｍ 

地形・地質 花崗岩，顕著な地形的変化無 

費用負担 国庫補助事業（受益負担金無） 

環境条件 その他特筆すべき制約条件無 

表-2 土石流対策における施工・環境条件（ヒアリング条件） 

項 目 内 容 

対策事業 土石流危険渓流における土石流対策事業 

対策場所 山間部（ただし，谷出口付近） 

対 策 工 
砂防堰堤工（ただし，安定性は満足する構

造） 

対策規模 堰堤高 10ｍ，堤長 20ｍ，土砂捕捉量 4,500ｍ3

地形・地質 花崗岩，顕著な地形的変化無 

費用負担 国庫補助事業 

環境条件 
人家から 250ｍ程度の位置，下流渓流保全工

有，管理用道路有，人家から眺望可，最大

礫径 d95：1ｍ，その他特筆すべき制約条件無 

クリート等で現地構築される重力式擁壁や，近年の二次

製品（例えば，図-2）等による対策工の比較検討を想定

している．ここで，対象とする対策工法は，現地の地形

条件等を考慮し，想定される外力に対して構造的に安定

しているものとしている．一方，土石流対策工事（ただ

し，流木対策を含む）に関しては，表-2 に示すとおり，

土石流危険渓流の谷出口（例えば，扇状地頂部）におい

て，一般的に構築されている透過型砂防堰堤（鋼製部材

とコンクリート部とで構成される構造：例えば，図-1）

とし，主に，透過部構造に対して製造メーカーがそれぞ

れ提案している二次製品（鋼製部材）等による比較検討

を想定している． なお，同様に現地の地形条件等も考

慮して十分な機能や構造安定性を有しているものとする． 

各対策工法の比較検討に際して考慮する着眼点につい

ては，設計業務委託等で用いられる共通仕様書7）に基づ

くものとし，崖地対策工事については「経済性，施工性

および環境」を，土石流対策工事については「経済性，

施工性，環境および維持管理の難易」を対象としている．

なお，着眼点に対する具体的な内容（定義）については，

一般的に考えられる内容で設定している（表-3，表-4）． 

分析手法として今回検討に用いるAHP9）について，以

降に概説する．一般的に，意思決定する上で重要だと考

えられる評価項目 In（ただし，n 個）の相対的な重み

（重要度）を W1, W2, ･･･, Wnとした場合，2つの評価項 Ii

と Ijの間の一体比較は， 

aij = Wi  Wj⁄                                               (1) 

で表される．なお，n 個の評価項目に対する一体比較の

結果（行列A）は， 

𝐴 ൌ

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
W1

W1

W1

W2
⋯

W1

Wn

W2

W1

W2

W2
⋯

W2

Wn

⋮ ⋮ ⋱ ⋮
Wn

W1

Wn

W2
⋯

Wn

Wn
⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

                                     (2) 

表-3 崖地対策工法の検討時における着眼点 7)とその定義 

着 眼 点 内 容 例えば，8） 

経 済 性 建設費（初期），維持費等のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 

施 工 性 
現場工期の長短，省人化，施工技術の難

易，施工スペース等 

環   境 
周辺環境との調和，騒音･振動（施工

時），地形改変規模等 

表-4 土石流対策工法の検討時における着眼点 7)とその定義 

着 眼 点 内 容 例えば，8） 

経 済 性 建設費（初期），維持費等のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 

施 工 性 
現場工期の長短，省人化，施工技術の難

易，施工スペース等 

環   境 周辺環境との調和,   騒音･振動（施工時）等

維持管理 
の 難 易 

施工周期，点検の容易さ，補修作業の難易

等 
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 で表される．ここで，この一体比較行列Aに，重みベク

トルW［W1, W2, ･･･, Wn］を乗じると， 

AW = nW                                                     (3) 

で表される．ここで，W は固有ベクトルで，A のランク

は 1 であるため，n は固有値（ただし，0 でない）とな

る．これらより，評価項目の重要度の評価は，これらの

一体比較行列を用いた固有値問題に帰着することが可能

となり，結果的に，この固有ベクトルが評価項目（着眼

点）の相対的な重要度（重み）を表すことが可能となる．

その他の詳細については，既往文献9）を参考されたい． 

 

(2) 分析結果 

 実施したアンケート調査（各着眼点の相互関係に対す 

 

図-6 崖地対策（待受式対策工）の比較検討時における着眼点

の重み係数 k（重要度） 

 

図-7 崖地対策（待受式対策工）の比較検討時における着眼点

の重み係数 k（回答者別の分析結果） 

 
図-8 崖地対策（待受式対策工）の比較検討時における着眼点

の重み係数 k（集計別の分析結果） 

る一体比較ヒアリング）結果および AHP分析により得ら

れた結果について，以降に示す．崖地対策（待受式対策

工）の比較検討時に際しての着眼点の重み係数 k（重要

度）の関係性を図-6 に示す．図-6 に示されるとおり，表

-1 および表-3 に示す内容での工事の場合，「経済性」が

最も優位（約 4 割程度の重み）であり，次に「施工性」

が優位となった．ただし，これらの顕著な差は見られな

かった．なお，「環境」については，約 2 割程度の重み

であった．ここで，崖地対策に関する回答者別に整理し

た分析結果（着眼点の重み）を図-7 に示す．図-7 に示さ

れるとおり，「施工性」については，回答者別における

顕著な違いは確認されなかったが，「経済性」および

「環境」については興味深い違いが確認され，今後，こ

れらの要因に対する更なる検討が望まれる．ここで，対

策工の設計において，一般的に，これらの比較検討に関

与すると考えられる「管理者」，「コンサルタント・エ

ンジニア」および「学識経験者」による平均値と，今回

の全回答者における平均値（図-6）との比較を図-8 に示

す．図-8 に示されるとおり，ほぼ両者において同じ傾向

であることが確認され，今後，この 3 つの視点からの比

較検討結果の平均値で代替可能であると考えられる． 

 次に，土石流対策（透過型砂防堰堤工）の比較検討時

における着眼点の重み k（重要度）の関係性を図-9 に示

す．図-9に示されるとおり，表-2および表-4に示す内容

での工事の場合，「維持管理」が最も優位（約 3 割程度

の重み）であり，次に「経済性」および「施工性」が優

位であった．一方で，「環境」については，崖地対策と

同様に約 2 割程度の重みであった．なお，土石流対策に

関する回答者別に整理した分析結果を図-10 に示す．図-

10 に示されるとおり，全ての因子において，それぞれの

特徴的な違いが確認され，今後，これらの要因について

更なる検討が望まれる．最後に，「管理者」，「コンサ

ルタント・エンジニア」および「学識経験者」の平均値

と今回の全回答者における平均値（図-9）との比較を，

図-11 に示す．図-11 に示されるとおり，ほぼ両者におい

て同じ傾向であることが同様に確認された． 

これらの分析結果より，崖地対策や土石流対策の工法

比較検討における着眼点の重み（重要度）に関して，概 

 
図-9 土石流対策施設（透過型砂防堰堤工）の比較検討時にお

ける着眼点の重み係数 k（重要度） 
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図-10 土石流対策施設（透過型砂防堰堤工）の比較検討時にお

ける着眼点の重み係数 k（回答者別の分析結果） 

 

図-11 土石流対策施設（透過型砂防堰堤工）の比較検討時にお

ける着眼点の重み係数 k（集計別の分析結果） 

 

略的に定量化した値を示すことができた．ただし，本検

討は，一般的に想定される仮定での条件による検討であ

り，今後，更なる検討による精査や，本検討結果等を活

用した対策工法検討の高度化や合理化が望まれる． 
 

 

3. 提案する定量化指標の活用事例（試行例） 

 

前述までに示した AHP 分析 9）により得られた着眼点

の定量化指標（重み係数：k，図-6 および図-9）に関し

て，今後の具体的な活用方法について，崖地対策を対象

に例示する．なお，比較する工法としては，工法 A（二

次製品：新工法），工法 B（二次製品：従来工法），工

法 C（現場での構築製品：従来工法）を対象に，経済性，

施工性および環境に着眼して，比較検討する． 

経済性に着眼して検討した結果を表-5 に示す．なお，

経済性に関して，最終的に評価する経済性評価VCは， 

VC ＝ Cmin ／ C                     (4) 

  C  ＝ cy  +  cm             (5) 

 cy   ＝ cc ／ ym        (6) 

 

表-5 崖地対策工法の比較検討事例（経済性） 
 工法Ａ 工法Ｂ 工法Ｃ

耐 用 年 数 （ 年 ）： ym 30 50 50 

初期建設費（千円）： cc 40,000 55,000 50,000 

建設投資費（千円/年）： cy 1,333 1,100 1,000 

維持管理費（千円/年）： cm 300 100 100 

支出額計（千円/年）： C 1,633 1,200 1,100 

評 価 値： VC 67 92 100 

表-6 崖地対策工法の比較検討事例（施工性） 

 工法Ａ 工法Ｂ 工法Ｃ

評価①（現地工期の長短）  ○ ○ △ 
vw_1 100 100 50 

評 価 ② （ 省 力 化 ） ○ ○ △ 

vw_2 100 100 50 
評価③（施工技術の難易）  △ ○ ○ 

vw_3 50 100 100 
Σvw_n 250 300 200 

評 価 値 ＶW 83 100 67 

 

で表される．ここで，ccは初期建設費（千円），ymは耐

用年数（年）， cyは建設投資費（千円/年），cmは維持管

理費（千円/年），C は支出額計（千円/年），Cminは支出

額計Cにおける最小値（ここでは，1,100千円/年）である．

なお，表-5 および式（4）から（6）に示されるとおり，

各工法で期待される耐用年数後において，大規模な更新

または改築工事を予定するものとし，検討における簡素

化のため，社会的割引率，劣化速度の違い等については

考慮しないものとしている．また，ライフサイクルコス

トとしての検討のため，筆者らが提案するライフサイク

ルコスト指数 LCI 10)の概念に基づいて，建設費（初期）cc

に要す費用を耐用年数 ymで除した費用 cyと，一年あたり

に要すと想定される維持（管理，事務含む）費 cmを合計

した費用Cをそれぞれ算出し，最終的に最小となる値Cmin

で無次元化した値を，経済性評価値VCとしている． 

施工性に着眼して検討した結果を表-6 に示す．なお，

施工性に関して，最終的に評価する経済性評価Vwは， 

VW ＝ Σvw_n ／ Σvw_n_max      (7) 

Σvw_n ＝ vw_1 ＋ vw_2 ＋ vw_3     (8) 

で表される．ここで，vw_1は現地工期の長短に対する項目

の評価結果，vw_2は省力化の項目に対する評価結果，vw_3

は施工技術の難易に対する評価結果，Σvw_nはこれらの各

項目の合計値，Σvw_n_maxはそれぞれの合計値Σvw_nにおける

最大値である．なお，表-6 および式（7）に示されると

おり，各評価項目における検討については，簡素化のた

め，従来の一般的なこれまでにおける経験的な知見に基

づくものとし，それぞれ，3 段階（○：100，△：50，

×：0）による検討としている．また，最終的に最大とな 
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表-7 崖地対策工法の比較検討事例（環境） 

 工法Ａ 工法Ｂ 工法Ｃ

評価①（周辺環境との調和) ○ ○ △ 
ve_1 100 100 50 

評価②（騒音・振動：施工時）  △ ○ ○ 
ve_2 50 100 100 

評価③（地形改変規模） ○ ○ △ 
ve_3 100 100 50 

Σvw_n 250 300 200 

評 価 値： ＶE 83 100 67 

表-8 崖地対策工法の比較検討事例（総合評価） 

 工法Ａ 工法Ｂ 工法Ｃ

経 済 性 評 価 値 VC （kc=0.4） 67 92 100 

施工性評価値 VW（kw=0.39） 83 100 67 

環境評価値 VE （ke=0.2） 83 100 67 

総合的評価値 VV （ΣVn･kn） 76 96（○） 80 

 

る合計値 Σvw_n_maxでそれぞれ無次元化した値を，施工性

評価値VWとしている． 

環境に着眼して検討した結果を表-7 に示す．なお，

環境に関して，最終的に評価する環境評価Veは， 

VE ＝ Σve_n ／ Σve_n_max      (9) 

Σve_n ＝ ve_1 ＋ ve_2 ＋ ve_3       (10) 

で表される．ここで，ve_1は周辺環境との調和に対する評

価結果，ve_2は騒音・振動（ただし，施工時）に対する評

価結果，ve_3は地形改変規模に対する評価結果，Σve_nはこ

れらの各項目の合計値，Σve_n_maxはそれぞれの合計値 Σve_n

における最大値である．なお，表-7 および式（9）に示

されるとおり，各評価項目における検討については，簡

素化のため，同様に，それぞれ，従来の一般的なこれま

でにおける経験的な知見に基づくものとし，3 段階

（○：100，△：50，×：0）による検討としている．ま

た，最終的に最大となる合計値 Σve_n_maxでそれぞれ無次元

化した値を，環境評価値VEとしている． 

最終的に，表-5 から表-7 までに示された各評価値

（VC，VWおよび VE）と，AHP 分析により得られた各着

眼点に対する重み係数 knとを用いて算出した結果を表-8

に示す．なお，最終的な総合的評価VV（ΣVn･kn）は， 

VV（ΣVn･kn）＝ VC･kc  +  VW ･ kw  +  VE ･ ke         (9) 

で表される．ここで，kcは経済性に関する重み係数（た

だし，0.4），kw は施工性に関する重み係数（ただし，

0.39），keは環境に関する重み係数（ただし，0.2）である

（図-6）．なお，表-8 に示されるとおり，最終的に，総

合評価値 VVが最も高い「工法 B」が総合的に優位となる

結果となった．ただし，今後，重み係数 k や各評価項目

に対する評価方法等について，更なる高度化が望まれる． 
 

4. おわりに 

 

本研究により得られた成果を以下に要約する． 

1) 土砂災害対策分野における対策工法に関する総合的

な比較検討における定量化に関して，様々な立場の

専門家や関係者等による試行的なアンケート調査お

よびAHP分析結果より，新たな知見（指標）が示唆

された． 

2) 今後，これらの定量的な指標に関する更なる検討や，

土砂災害対策分野におけるこれらの指標（重み）の

活用による新技術の開発や，環境にも配慮した合理

的な対策工事の拡大化等が望まれる． 
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